
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和４年１２月９日（金）   ８：２１～８：３３ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：岸 田 文 雄 内閣総理大臣 

松 本 剛 明 国務大臣（総務大臣） 

齋 藤   健 国務大臣（法務大臣） 

林 芳 正 国務大臣（外務大臣） 

鈴 木 俊 一 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

永 岡 桂 子 国務大臣（文部科学大臣） 

加 藤 勝 信 国務大臣（厚生労働大臣） 

野 村 哲 郎 国務大臣（農林水産大臣） 

西 村 康 稔 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

斉 藤 鉄 夫 国務大臣（国土交通大臣） 

西 村 明 宏 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

浜 田 靖 一 国務大臣（防衛大臣） 

松 野 博 一 国務大臣（内閣官房長官） 

河 野 太 郎 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

秋 葉 賢 也 国務大臣（復興大臣） 

谷   公 一 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

小 倉 將 信 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

後 藤 茂 之 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

岡 田 直 樹 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：木 原 誠 二 内閣官房副長官 

磯 﨑 仁 彦 内閣官房副長官 

栗 生 俊 一 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件      ３件 

○国会提出案件   １３件 

○公布（条約）    １件 

○公布（法律）    １件 

○政令        ４件 

○人事        ３件 

○配布        １件 

いずれも、案件表のとおり、決定等となった。 
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議事内容： 

○松野国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。

まず、閣議案件について、木原副長官から御説明申し上げます。

○木原内閣官房副長官：一般案件等について、申し上げます。まず、「日米貿易協定改

正議定書」の効力発生のための通告について、御決定をお願いいたします。本議定

書は、今国会で承認を得たものであります。あわせて、本議定書を公布することに

ついて、御決定をお願いいたします。

次に、「豪雪地帯対策基本計画の変更」について御決定をお願いいたします。本件

につきましては、後程、国土交通大臣から御説明があります。

次に、信・解任状に認証を仰ぐことについて、御決定をお願いいたします。本件

は、「アンゴラ国」及び「ジャマイカ国」駐箚特命全権大使の異動に伴い、交付すべ

き信任状及び解任状であります。

次に、「破綻金融機関の処理のために講じた措置の内容等に関する報告」につい

て、御決定をお願いいたします。本件は、金融再生法に基づき、令和４年度上期の

破綻金融機関の処理状況等について、国会に報告するものであります。

次に、質問主意書に対する答弁書１０件について、お手元の資料のとおり、御決

定をお願いいたします。

次に、「広島平和記念都市建設事業進捗状況報告書等１４件」について、御決定を

お願いいたします。これらの報告書は、各特別都市建設法に基づき、施設整備等の

事業の進捗状況を国会に報告するものであります。

次に、第２０８回国会において採択された請願８１７件の処理経過を国会に報告

することについて、御決定をお願いいたします。

次に、法律の公布について、御決定をお願いいたします。「令和４年度出産・子育

て応援給付金に係る差押禁止法」が、昨日の参議院本会議において、可決成立した

ものであります。

次に、政令４件について、御決定をお願いいたします。まず、「関税暫定措置法施

行令の一部改正令」は、日米貿易協定の一部改正に伴い、所要の規定の整備を行う

ものであります。

次に、「道路法施行令の一部改正令」は、固定資産税評価額の評価替え等を踏まえ、

指定区間内の国道に係る占用料の額を改定するものであります。

次に、「港湾法の一部改正法の施行期日令」は、同改正法の施行期日を令和４年１

２月１６日とするものであり、「同改正法の施行に伴う関係整備政令」は、港湾脱炭

素化推進計画を作成した港湾管理者に対する助言を地方整備局長等も行うことが

できるものとする等、所要の規定の整備を行うものであります。

次に、人事案件について、申し上げます。まず、東京高等裁判所判事岩井伸晃を

高等裁判所長官に任命することについて、御決定をお願いいたします。

次に、ボスニア・ヘルツェゴビナ国駐箚大使伊眞外６名を願いに依り免ずるこ

とについて、御決定をお願いいたします。

次に、佐藤信一外２０９名の叙位又は叙勲について、御決定をお願いいたします。 
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次に、配布資料といたしまして、「普通交付税再算定大綱」があります。本件につ

きましては、後程、総務大臣から御発言があります。

○松野国務大臣：次に、大臣発言がございます。まず、国土交通大臣。

○斉藤国務大臣：本年３月の豪雪地帯対策特別措置法の改正や同改正法に対する附帯

決議及び近年の豪雪地帯をとりまく課題を踏まえ、豪雪地帯対策基本計画を変更す

ることとしました。関係閣僚におかれましては、本計画に基づき、地方公共団体そ

の他関係機関との密接な連携により、豪雪地帯対策の推進に御協力いただくようお

願いいたします。

○松野国務大臣：次に、総務大臣。

○松本国務大臣：本日、「地方交付税法の一部を改正する法律」が公布、施行されまし

た。これに基づき、令和４年度普通交付税の再算定を行った結果、その総額は、当

初決定額に比べて、４，６７１億円の増となっております。

○松野国務大臣：これをもちまして、閣議を終了いたします。

引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。

私から、北朝鮮人権侵害問題啓発週間への協力について、申し上げます。毎年１

２月１０日から１６日までは、「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題へ

の対処に関する法律」において、北朝鮮人権侵害問題啓発週間とされています。北

朝鮮による拉致問題は、総理も述べられているとおり、時間的制約のある人道問題

です。岸田内閣においても最重要課題であり、全ての拉致被害者の１日も早い帰国

の実現に向け、全力で果断に取り組んでおります。このような中、北朝鮮人権侵害

問題啓発週間については、国民が、拉致被害者や御家族の思いを共有し、拉致被害

者を「取り戻す」強い意思を北朝鮮に示す機会にしたいと考えておりますので、御

協力をお願いいたします。また、拉致被害者の救出を求める国民運動のシンボルで

あるブルーリボンにつきましては、引き続き御着用の御協力をお願いいたします。 
ほかに御発言はございますか。

無いようですので、以上をもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。
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令和４年 

12月９日 

◎ 一 般 案 件

   ○ 日 本 国 と ア メ リ カ 合 衆 国 と の 間 の 貿 易 協 定 を 改 正

す る 議 定 書 の 効 力 発 生 の た め の 通 告 に つ い て

（ 決 定 ）              （ 外 務 省 ）

〃 ○ 豪 雪 地 帯 対 策 基 本 計 画 の 変 更 に つ い て （ 決 定 ）

（ 国 土 交 通 ・ 総 務 ・ 農 林 水 産 省 ） 

   ☆ ア ン ゴ ラ 国 駐 箚 特 命 全 権 大 使 鈴 木  徹 外 １ 名 に 交

付 す べ き 信 任 状 及 び 前 任 特 命 全 権 大 使 丸 橋 次 郎 外

１ 名 の 解 任 状 に つ き 認 証 を 仰 ぐ こ と に つ い て 

（ 決 定 ）              （ 外 務 省 ） 

◎ 国 会 提 出 案 件

   ○ 破 綻 金 融 機 関 の 処 理 の た め に 講 じ た 措 置 の 内 容 等

に 関 す る 報 告 に つ い て （ 決 定 )( 金 融 庁 ・ 財 務 省 ）

1. 衆 議 院 議 員 福 田 昭 夫 （ 立 憲 ） 提 出 政 府 が す す

め る ガ バ メ ン ト ク ラ ウ ド に 関 す る 質 問 に 対 す

る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）  （ デ ジ タ ル 庁 ）

〃 ○ 1. 衆 議 院 議 員 櫻 井 周 （ 立 憲 ） 提 出 ふ る さ と 納 税

が 地 方 財 政 を 圧 迫 し て い る 問 題 に 関 す る 質 問

に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ） （ 総 務 省 ） 

1. 参 議 院 議 員 神 谷 宗 幣 （ 無 所 属 ） 提 出 中 国 の 海

外 警 察 拠 点 に 関 す る 再 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に

つ い て （ 決 定 ）         （ 法 務 省 ）

1. 衆 議 院 議 員 櫻 井 周 （ 立 憲 ） 提 出 ミ ャ ン マ ー へ

の 経 済 協 力 の あ り 方 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答

弁 書 に つ い て （ 決 定 ）      （ 外 務 省 ）

1. 参 議 院 議 員 神 谷 宗 幣 （ 無 所 属 ） 提 出 Ｇ ２ ０ バ

リ 首 脳 宣 言 に お け る ワ ク チ ン 接 種 証 明 書 に 関

す る 議 論 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い

て （ 決 定 ）            （ 同 上 ）

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り

資 料
な し

〔 別 添 〕
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1. 衆 議 院 議 員 櫻 井 周 （ 立 憲 ） 提 出 旧 統 一 教 会 問

題 に か か る 被 害 者 救 済 の 原 資 の 確 保 に 関 す る

質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）

（ 文 部 科 学 省 ） 

1. 参 議 院 議 員 倉 林 明 子 （ 共 産 ） 提 出 生 活 保 護 に

お け る 世 帯 認 定 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書

に つ い て （ 決 定 ）      （ 厚 生 労 働 省 ）

1. 参 議 院 議 員元 清 美 （ 立 憲 ） 提 出 岸 田 文 雄 内

閣 総 理 大 臣 の 広 島 ・ 長 崎 に お け る 外 国 人 の 原

爆 被 害 状 況 の 認 識 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁

書 に つ い て （ 決 定 ）        （ 同 上 ）

1. 参 議 院 議 員元 清 美 （ 立 憲 ） 提 出 今 後 の 経 済

見 通 し や 政 府 が 「 １ ０ ６ 万 円 の 壁 」 と 説 明 し

て き た こ と の 正 当 性 及 び 年 金 額 の 変 動 等 に 関

す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）

（ 同 上 ） 

1. 参 議 院 議 員 羽 田 次 郎 （ 立 憲 ） 提 出 御 嶽 山 の 国

定 公 園 、 国 立 公 園 化 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答

弁 書 に つ い て （ 決 定 ）      （ 環 境 省 ）

   ☆ 広 島 平 和 記 念 都 市 建 設 事 業 進 捗 状 況 報 告 書 等 １ ４

件 に つ い て （ 決 定 ）       （ 国 土 交 通 省 ）

○ 第 ２ ０ ８ 回 国 会 の 衆 議 院 及 び 参 議 院 に お い て 採 択

さ れ た 「 裁 判 所 の 人 的 ・ 物 的 充 実 に 関 す る 請 願 」

外 ８ １ ６ 件 の 処 理 に つ い て （ 決 定 ） （ 内 閣 官 房 ）

◎ 公 布 （ 条 約 ）

   ☆ 日 本 国 と ア メ リ カ 合 衆 国 と の 間 の 貿 易 協 定 を 改 正

す る 議 定 書 （ 決 定 ）         （ 外 務 省 ）

◎ 公 布 （ 法 律 ）

   ☆ 令 和 ４ 年 度 出 産 ・ 子 育 て 応 援 給 付 金 に 係 る 差 押 禁

止 等 に 関 す る 法 律 （ 決 定 ）

資 料
な し

資 料
あ り

資 料
な し

資 料
な し
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◎ 政  令 

  ○ 関 税 暫 定 措 置 法 施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令

（ 決 定 ） （ 財 務 省 ） 

〃 ○ 道 路 法 施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 決 定 ）

（ 国 土 交 通 ・ 財 務 省 ） 

〃 ○ 港 湾 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 期 日 を 定 め る

政 令 （ 決 定 ）          （ 国 土 交 通 省 ）

〃 ○ 港 湾 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 の 施 行 に 伴 う 関 係 政

令 の 整 備 に 関 す る 政 令 （ 決 定 ）     （ 同 上 ）

◎ 人  事 

○ 判 事 岩 井 伸 晃 を 高 等 裁 判 所 長 官 に 任 命 す る こ と に

つ い て （ 決 定 ）

〃 〇 特 命 全 権 大 使 伊 眞 外 ６ 名 を 願 に 依 り 免 ず る こ 

と に つ い て （ 決 定 ） 

〃 ☆ 静 岡 大 学 名 誉 教 授 佐 藤 信 一 外 ２ ０ ９ 名 の 叙 位 又 は

叙 勲 に つ い て （ 決 定 ）

◎ 配  布 

☆ 令 和 ４ 年 度 普 通 交 付 税 再 算 定 大 綱 （ 総 務 省 ） 

〔 ○ 署 名 あ り ☆ 署 名 な し 〕

資 料
あ り

資 料
あ り
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